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課題名   S-6   アジア低炭素社会に向けた中長期的政策オプションの立案・予測・評価手法の  

  開発とその普及に関する総合的研究   

課題代表者名  甲斐沼  美紀子   （独立行政法人国立環境研究所社会環境システム研究センター  

  フェロー） 

研究実施期間  平成21～25年度  

累計予算額   1,268,153千円（うち25年度229,694千円） 

予算額は、間接経費を含む。 

本 研 究 の キ ー

ワード 

低 炭素 社 会 、アジア、バックキャスティング、シナリオ分 析、ガバナンス、  脱 物 質 化 , 低 炭

素交通  

 

研究体制  

【前期：平成21～23年度】  

（１）アジアを対象とした低炭素社会実現のためのシナリオ開発  

（（独）国立環境研究所、京都大学、（一財）日本エネルギー経済研究所、みずほ情報総研株式会社）  

（２）アジア地域の低炭素型発展可能性とその評価のための基盤分析調査研究  

（（公財）地球環境戦略研究機関、広島大学） 

（３）低炭素アジア実現へ向けた中長期的国際・国内制度設計オプションとその形成過程の研究  

（東京工業大学、（独）国立環境研究所、関西大学） 

（４）経済発展に伴う資源消費増大に起因する温室効果ガス排出の抑制に関する研究  

（（独）国立環境研究所、東京大学、名古屋大学、立命館大学、みずほ情報総研株式会社 ） 

（５）アジアにおける低炭素交通システム実現方策に関する研究  

（名古屋大学、日本大学、東京工業大学、横浜国立大学） 

 

【後期：平成24～25年度】  

（１）アジアを対象とした低炭素社会実現のためのシナリオ開発  

（（独）国立環境研究所、京都大学、広島大学、（一財）日本エネルギー経済研究所、（公財）  

 地球環境戦略研究機関、みずほ情報総研株式会社） 

（３）低炭素アジア実現へ向けた中長期的国際・国内制度設計オプションとその形成過程の研究  

（東京工業大学、（独）国立環境研究所、関西大学、早稲田大学、国連大学高等研究所 ） 

（４）循環資源・資源生産性の向上による低炭素社会構築に関する研究  

（東京大学、（独）国立環境研究所、立命館大学、名古屋大学、みずほ情報総研株式会社 ） 

（５）アジアにおける低炭素都市・交通システム実現方策に関する研究  

（名古屋大学、日本大学、東京工業大学、横浜国立大学、南山大学） 

 

研究概要   

１．はじめに（研究背景等）  

 世界の気温上 昇を工業 化以前と比較して２℃以下に抑えるという目標を達 成するためには、2050年に、世界

人口の半分以上、温室効果ガス（GHG）排出量の半分以上のシェアを占めると言われているアジア地域で低炭

素社会が実現できるかどうかが鍵を握っている。アジア地域においては、先進国が歩んできたエネルギー・資源

浪費型発展パスを繰り返すのではなく、経済発展により生活レベルを向上させながらも、低炭素排出、低資源消

費の社会に移行する必要がある。（図１） 

これまでの途上国 における経済発 展は、エネルギー集約型の技術 社会を基 軸として、先進国 の産 業 構造に

追随する形で自国の産業構造の高度化を促進する雁行形態型発展を標準として形成されてきた。また、アジア

地域では、メガシティの形成を含む都市化の進展が目覚ましく、高エネルギー消費型の都市構造が構築されつ

つある。さらに、社会 基盤 整備や耐 久消 費財 の普 及などにより、素 材産 業 や交通 需 要からのGHG排 出量の増

大が見込まれている。 

アジア低炭 素社 会の実 現 に向 けてその帰 趨を決 めるためには、エネルギー技 術、社会 インフラ、人的 資 源、

制度、社会関係資本・慣習・軌範など多くの要素について、多様性に富む地域固有 の特性を適切に考慮しつつ、

資源・エネルギー確保、貧困解消、環境改善などのアジア各国の抱える諸問題の解決と低炭素社会を実現させ

る道筋を明らかにすることは緊急の課題である。   
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図1 S-6プロジェクト概要  

 

２．研究開発目的  

本課題は、経済発展の著しいアジアの発展途上国を対象に、これまでに開発してきた統合評価モデルを適用

し、低炭素社会の実現とともに経済発展など様々な課題をあわせて解決する中長期的な将来シナリオを描き、さ

らにその実現に向けた対策を検討、評価することを目的とする。  

具体的には、テーマ１（低炭素シナリオ開発）において、アジア各国を対象に、各国の経済発展や各国が抱え

る個々の環境問題の解決に加え、低炭素社会の実現を統合する将来ビジョンを作成するとともに、その実現に

向けた対策、道筋の検討と評価をバックキャストの手法を用いて定 量的に行う。定量化にあたっては、各国のみ

を対象とするのではなく、各国間の関係も視野に入れた分析を行うために、世界モデル、国モデル、地域モデル、

都市モデルなど、多岐にわたるモデルを用いて低炭素社会実現に向けたシナリオを構築する。  

テーマ２（低炭素発展の可能性）においては、1）低炭素社会の基盤となる各国発展の道筋に影響を与える国

内・国際要因、2）リープフロッグ型発展（従来型と異なり炭素排出の少ない発展）における技術・制度的な推進

要因や障害要因、3）アジア的特質・価値観の役割、4）アジアにおける国全体の都市化と個別都市（メガシティ）

の発展プロセス、5）国全体の都市化とCO2排出量・エネルギー消費量の関係、6）都市への住民移転によるエネ

ルギーの消費構造変化、7）都市の責任排出などについて、現地調査、文献調査、モデルを用いた定量的分析

により明らかにする。 

テーマ３（低炭素ガバナンス）においては、世 界及びアジアにおいて低 炭素 社 会を確 立していくための中 長期

的国際制度のあり方を提示し、その実現のための具体的政策オプションを提案するため、低炭素技術移転や普

及を行うための国際制度及びこれを支える資金メカニズムのあり方や、アジア地域における気候変動制度の構

造化のあり方についてアジアにおける新興国（特に中国、インド、インドネシア）の事例研究を踏まえて政治的現

実を踏まえた制度設計提案を行う。 

テーマ４（資源消費から見た低炭素化）においては、アジア諸国の経済発展に伴う社会基盤の整備、耐久消

費財の普及 、消費 財の消 費拡大 、あるいは低炭 素 化技術 の普 及等の想定 に基 づいて、今 後の資源 需要量と

素材生産に係るGHG排出 量の推計を行うとともに、こうした資源の需給バランスや資源の効率的・循環的利用

による低炭素化のポテンシャル、需給ギャップ解消のポテンシャルについて検討することを目的とする。  

テーマ５（低炭素交通）においては、2050年におけるアジア低炭素社会実現のための具体的な交通体系のビ

ジョン及びその実現に向けた施策ロードマップ提示を目的とする．研究のアプローチとして、経済成長著しいアジ

アのCO2排出構造の診断を行い、アジアの低炭素交通システム構築のための治療へと繋げる。分析のスケール

としては、人々の生活を支える都市内交通システムの低炭素化の分析と、より大きいスケールで都市間・国間の

経済取引を支える地域間交通システムの低炭素化の分析とで研究を行う。  

 

３．研究開発の方法  

（１）アジアを対象とした低炭素社会実現のためのシナリオ開発  

 世界、国、都市や地域といった異なるスケールの統合評価モデルと、各国や各都市において低炭素社会の実

現に向けて施策や取り組みを評価する政策評価ツールを開発するとともに、それらをアジアに適用することで将

来の社会経済シナリオを開発し、想定される社会経済シナリオ下での低炭素社会の姿を定性的、定量的に示し

た。なお、定性的な低炭素社会の描写は、各テーマからなるシナリオタスクフォースによって検討された。この他、

エネルギーや都市構造に着目して低炭素社会を評価するモデルの開発や、アジア、インドにおける現 状の施策
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の展開について調査を行った。 

 

（２）アジア地域の低炭素型発展可能性とその評価のための基盤分析調査研究 （前期のみ） 

先行研究や関連文献調査、国内外の専門家・実務家からの聞取り調査、現場調査に加え、ワークショップなどを

現地で開催し、現地専門家からの更なるインプットの獲得を図った。中国、インドに関しては、特に、温室効果ガス排

出削減数値目標、順守体制、省エネ促進制度などを、現地聞き取り調査や文献調査によって定性的かつ定量的に

分析した。アジア的特質・価値観に関しては、地域社会での営みにある「サステイナブル」な要素に着目し、現代の

コンテクストに翻訳・応用する政策（制度づくり、宣伝、ビジネス、コミュニティの取り組みなど）の可能性を探ることを

目的として、日本・タイ・インドネシアで、文献調査とアンケート調査をした。  

また、時系列データを利用し、計量経済モデル、特にパネルデータ分析手法を利用した。アジア地域の低炭素型

発展可能性とその評価のための基盤分析調査研究の中で、とりわけ都市および都市化を切り出して検討するもの

であり、国全体の都市化とCO2排出量・エネルギー消費量の関係を分析するため、都市化による国全体及び主要

排出部門ごとのCO2排出量の影響と、都市化の違いによるCO2排出構造への影響を産業別に分析した。同時に、

都市への住民移転によるエネルギー消費構造の調査をアジア都市で実施するとともに、地域産業連関分析を応用

して、都市化と直接・間接エネルギー消費を考慮した都市の責任排出量を推計した。最後に低炭素社会構築のた

めの先行事例の収集をバングラデシュ及び中国で実施した。また、「発展段階、規模、産業構造の異なるアジア都

市における都市への移転住民の所得とエネルギーアクセスに関する研究」では、住民へのアンケート調査を実施し

た。  

なお、本テーマ２は前期（H21～23年度）で終了し、後期 (H24～25年度 )はテーマ１に統合して継続的に研究を行

った。 

 

（３）低炭素アジア実現へ向けた中長期的国際・国内制度設計オプションとその形成過程の研究   

中長期温室効果ガス排出削減・抑制目標の現状とその国際的衡平性のあり方の検討並びに気候変動ガバ

ナンス制度の効果的推進のための行為主体の配置のあり方の検討を行った。また、気候変動対処以外の目的

で設立された主要な地域協力機関および制度の機能評価、アジア地域における衡平性の検討、そしてアジア地

域での資金供給メカニズムの検討の３つの観点から研究を推進した。  

技術革新・移転における障害の把握とタイとベトナムの事例研究の実施、そして障害の克服に向けた制度の

役割と機能に関する研究を検討すると同時に、アジア地域に存在する気候変動制度を調査し、これらの地域制

度が国連気候変動枠組条約および京都議定書とどのような相互関係性を持っているかを研究した。  

  また、後期から新規に加わったサブテーマ５においては、新興国に着目した低炭素国際制度に関する研究に

際して、アジアの新興大国（中国、インド、インドネシア）に注目しテーマ１で提示されている各国の2050年ビジョン

を念頭に、その実現を阻む障壁を取り除くために必要な施策について文献調査を中心に研究を行った。  

 

（４）循環資源・資源生産性の向上による低炭素社会構築に関する研究  

 （前期＜H21-23年度＞テーマ：経済発展に伴う資源消費増大に起因する温室効果ガス排出の抑制に関す

る研究） 

研究対象は、炭素排出量の大きな素材である鉄鋼材、セメント、紙・パルプ、および太陽光・風力等の低炭素

化技術に関 連するレアメタルとし、資源の需給バランスや資源の循環的・効 率的利用による低炭素 化 のポテン

シャル、需給ギャップ解消のポテンシャルについて検討するため、物質のフロー・ストックを推計するモデルとこれ

に基づきCO2排出量を推計するモデルを構築した。また、国際貿易による間接的なCO2排出量やレアメタルの移

動を推計するモデルを構築した。上記のモデルにより、素材生産における効率向上やエネルギー転換、ストックさ

れた循環資源や再生可能資源による資源代替、国際的な分業・国際資源循環などの素材供給側からのポテン

シャルについて検 討するとともに、アジアの地 域特 性 を生かした資源 消 費のより少ない社会 基盤 整 備、耐久 消

費財の保 有形態の変更、一過性の資源消 費の少 ない消費 形態への転換などの素材 需要側 からのポテンシャ

ルを検討した。 

 

（５）アジアにおける低炭素都市・交通システム実現方策に関する研究  

  （前期＜H21～23年度＞テーマ：アジアにおける低炭素交通システム実現方策に関する研究）  

低炭素都市・交通システム実現方策に関する研究では、診断、治療（処方）、治療（評価）の観点から検討した。 

・診断：アジア途上国のCO2排出構造を簡易に診断するため、経済発展レベル、生産・消費需要、移動需要、自

動車利用需要、交通起源CO2排出量の関係を4象限（排出構造4象限図）で示す手法を構築した。 

・治療（処方）：将来の社会像を想定し、国間交通、国内交通、都市圏交通、地区交通といった様々なスケール

で、AVOID・SHIFT・ IMPROVE（ASI）戦略を組み合わせた低炭素交通システムの将来ビジョンを提示した。そし

て、ASI戦略における各施策のCO2削減効果を検証し、これらの施策を組合せその実現手法を検討した。 
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・治療（評価）：長期的 将 来の社会 経済 変化を踏まえ、地域 間交通と都市内 交通のASI戦略 の施 策パッケージ

がCO2排出に与える影響を推計するモデルを構築し、低炭素交通システムの実現ロードマップを検証 した。また、

CO2削減に加え、地域経 済、生活の質（QOL）に与える影響を推計するモデルを構築し、低炭素交 通 システム

実現手法の有効性を評価した。 

 

４．結果及び考察   

（１）アジアを対象とした低炭素社会実現のためのシナリオ開発  

2050年の世界の温室効果ガス排出量を1990年比半減するために必要となるアジアでの取り組みを、「10の方

策」としてとりまとめた。また、「10の方策」で示される個別の施策を、世界を対象とした応用一般均衡モデルに対

して入力し、アジアにおける温室効果ガス排出量の削減の効果を定量的に分析した。その結果、アジアでは、エ

ネルギーシステムや産業、民生における取り組みが重要となることが明らかとなった。こうしたトップダウン的なア

プローチに対して、各国 や主要都 市、地域を対象 に、拡張 型スナップショットツールを適 用し、各 国の政 策決 定

者や研究者と議論しながら、ボトムアップでの低炭素社会の構築の可能性について分析を行った。また、エネル

ギーモデルを用いて、エネルギー安全保障や省エネの重要性を明らかにするとともに、都市化を評価するモデル

をもとに、都市という視点で低炭素社会の可能性について検討を行った。また、インド、中国を対象に、低炭素社

会にむけて実行されている取り組みについて調 査 が行われた。図 2は、本 課 題で提示した「10の方策」とその効

果を、世界CGEモデルを用いて定量化した結果である。 

 

図2 アジアの低炭素社会の実現に向けて提案した「10の方策」とその効果  

 

（２）アジア地域の低炭素型発展可能性とその評価のための基盤分析調査研究  

アジアの低炭素発展に関 して、インドネシアでは関連各省間の政 策協調の欠如や森林管 理権限・責 任の不

明瞭さに起因する森林資源管理全体の実効性の低さ、脆弱なガバナンス、適切なモニタリング体制の欠如とい

った制度的課題や、材木市場における商業材木の供給量に対する需要過多といった構造的課題の存在が明ら

かになった。一方、中国、インドは、それぞれ具体的な数値目標や省エネ促進制度を持ち、技術レベルも向上し

ている。しかし、インドネシアと同様に、測定・報告・検証（MRV）の制度設計が大幅に遅れており、技術・資金等

の面での国際協力がある程度は必要であることがわかった。中国とインドの両国においてCCS（炭素隔離固定）

は温室効果ガス削減のために有効であるものの、必ずしも利用の可能性が現時点において高いとは言えない状

況であることが判明した。一方、原子力の利用については、2011年3月の東京電力福島第一原子力発電所の事

故を受 けても、原 子力 利 用を抑 制するというような流れには至る可能 性が低 いことが分かった。アジアにおける

環境に対する価値観に関しては、「もったいない」というキーワードのもと、価値が認知される度合いと、行為の動

機としてはたらく度合いには多少の違いがあることがわかった。すなわち、言葉通りの「価値」が、具体的な行為

の場面で機能しているわけではないという事実は、「価値」を取り入れた政策を設計する際に意識される必要が

ある。 

また、国全体の都市化とCO2排出量・エネルギー消費量の関係などを推計した。その結果、低開発状態での

都市化は伝統的バイオマスからの転換によりエネルギー総消費量を減少させる効果がある一方で、CO2排出量

は増大する。しかし、年間所得34,787ドルを超える先進国では都市化によってエネルギー消費量は若干増加す

るものの、CO2排出量は減少することが分かった。このことは、東京における地域産業連関分析の結果と整合的

であり、一人当たりでみた（直接）CO2排出量は全国平均値より大幅に小さい一方で、間接 CO2排出量を考慮し

た責任CO2排出量は大きく違わない。他方、アジア途上国の諸都市を対象に実施した、農村から都市への住民

移転をもたらす要因とエネルギーアクセスに関するミクロな調査結果からは、移転住民の移転前後の家電製品

保有状況がとりわけ大きく伸びていることが電力消費量、CO2排出量に大きく影響していることが分かった。特に

ダッカではその傾向 が顕 著であった。また、ジャカルタはハノイよりも発展 段 階が進んでいる（一人当 たりGDPが

大きい）が、家電製品所有比率は低く、移転による影響も小さいという結果となった。住民移転による生活家電
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所有への影響は、所得格差の分布やライフスタイルなど各都市によって大きく異なる可能性があることが同時に

示された。 

 

（３）低炭素アジア実現へ向けた中長期的国際・国内制度設計オプションとその形成過程の研究  

多様な行為 主体に着目した低炭素ガバナンス制度 設計に関する研 究の結 果 、以下の３つの結論を得 ること

が出来た。１）国際機関は科学者ネットワークの組織・運営、また、科学者ネットワークを国際（あるいは政府内）

プロセスに結び付けるうえで重要な役割を担っている事を明示化した。２）国家は効果的ガバナンス、とりわけ行

為主体のネットワーク化において、依然として重要な役割を担っていることが明らかとなった。３）環境に関する課

題を環境以外の課題や利害に結び付けることにより、問題解決の糸口が見つかることがあるという示唆を得た。  

また、アジア域内における低炭素 社会 構築のための資金供 与制 度のあり方に関する研究 の結 果、以 下 の３

つの成果が得られた。１）アジア地域には、アジア開発銀行（ADB）やアジア太平洋経済 協力（APEC）等の気候

変動対策を主目的としない地域組織が、省エネ等実質的な気候変動緩和策の推進に貢献しており、活用の有

用性が示された。２）衡平性指標について、アジアの途上国は、a.責任（汚染者負担原則、累積排出量、一人当

たり排出量等）とb. 支払い能力（一人当たりGDPの高さ等）を重視していることが分かり、費用効果性の観点か

ら目標を検討する日本の意思決定との相互理解が図られる必要性があることが分かった。３）アジア地域で低炭

素社会を実現するためには、年間約550億ドルの資金が気候変動緩和策に導入される必要があると推計した。

他方で、現状の多国間、地域間、二国間の支援を合計してもその水準には遠く及ばないことから、今後追加的

な資金調達方法を検討する必要があるが、民間資金による投資を促すことが、資金量の観点から最も効果的で

あることや、気候変動枠組条約の下で非附属書 I国に分類されている途上国も応分の負担に合意すれば、複数

の資金調達制度を組み合わせることで、上記金額が調達できることが示された。  

低炭素社会実現への技術開発と技術移転の在り方に関する研究の結果、技 術革新及び移転における障害

は、１）技術的な障害、２）資金的な障害、３）制度的な障害の３つに分類されることがわかった。それぞれのケー

ススタディーの結果を集約した結果、技術また国と地域によって技術普及の障害が大きく異なることもわかった。

さらに、現在の国際制度が必ずしも障害を克服できるような機能を果たしているとは言えないという結論を導いた。

特に経済的な障害を克服するような制度が欠如している点や途上国における知的財産権の問題が取り上げら

れていないことを指摘し、これらの障害に対応する制度が必要なことを提案した。  

アジア地域における低炭素国際制度の設計に関する研究の結果、国際気候変動ガバナンスには制度を構成

する規範としての「予防的アプローチ」と「共通だが差異ある責任」とそれにもとつく適法な政策オプションの範囲

に対する規範的な論争（normative contestation）が存在している事を明らかにした。こうした規範論争は、京都

議定書以外の別の気候変動に関する国際制度 の出現を引き起こし、これが制度分散の重要 な原因となってい

る事を指摘した。 

新興国に着目した低炭素国際制度に関する研究の事例研究の結果、分析対象とした3か国が目指すべき将

来像とその実現戦略は、各国の政治的・文化的・社会的文脈によって大きく異なることが明らかとなった。  

 

（４）循環資源・資源生産性の向上による低炭素社会構築に関する研究  

中国を対象とした分析において、今後の人口・GDPのシナリオに基づき、鉄鋼材、セメント、紙・板紙の需要量

とその生産に伴うCO2排出量を推計した（基本ケース）。また、脱物質化推進対策に係るシナリオを設定し、同様

に推計した（対策ケース）。基本ケースでは、鉄鋼材、セメント、紙・板紙に伴って排出されるCO2は2020年頃まで

は増加となるが、その後は鉄鋼材やセメントの需要減少によって排出量が減少し、2050年には2010年比で約1.5

億トン-CO2減少となることが示された。また、長寿命 化・リサイクル等の脱 物質 化推進対 策を導入していく対策

ケースでは、2050年に基本ケースに比べ約10億トン-CO2の削減が見込まれることが示された。  

アジアにおける鉄鋼材を対象とした分析 において、今後の需要量とCO2排出 量を推計した。今後の鉄鋼材の

需要量は1100〜1200 Mt/年に達し、この水準を維持することが示唆された。中国の需要量は間もなくピークに達

し、今後減少していく一方 、インドやその他のアジア地域の需要量が増加していくと推計された。さらに、鉄鋼材

のストック需要を8 t/人まで削減するシナリオについて検討したところ、2011〜2050年の累積CO2排出量をBaUと

比較して16%程度削減できることが示されるとともに、長寿命化やリサイクル率・歩留まりの向上等をさらに見込

んだシナリオによって、さらに19%程度の削減が見込まれることが示された。  

アジアにおける紙・板紙を対象として分析において、今後の需要量とCO2排出量を推計した。2050年のアジア

10カ国における紙・板紙需要量は、現在の世界（アジア10カ国）の消費量の111%（336%）～153%（463%）になると

推計された。また、低 炭素 化対策を導入すれば、2050年の無対策のCO2排 出 量と比べて、黒 液利 用で約 24%、

古紙パルプ増加で約5%、木材化学パルプ増加と黒液利用の複合で約 32%、技術改善で約25%の削減効果が得

られることが分かった。 

温暖化対策 技術に関 わるレアメタルを対象とした分析において、今後のガリウムの需給を推計 した。CIGS太
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陽電池向けのガリウム需要の拡大から、現状のままのガリウム供給体制では需要を満たすことが出来なくなるこ

とが示された。また、アルミナ精錬所にガリウム回収プロセスを設置し、供給不足を賄う可能性を検討したところ、

現状の3.3倍の生産能力が必要となることが分かった。しかしながら、2030年頃から徐々に太陽光電池由来のス

クラップが発生することから、仮にこれをリサイクル率20％で回収できると仮定すると、その3.3倍は3倍で済むこと

が明らかになった。 

日本の国内最終需要に伴い国際貿易を通じて世界で消費されるエネルギーは20721PJ（PJ=1012J）（NCV基

準）と推計され、最終需要別の寄与としては、家計消費がその内の64%であった。家計消費は、消費財の消費が

主であることから、消費財に対してサプライチェーンを通じてエネルギー消費量の把握と管理が重要であることが

示唆された。国際貿易に伴う元素の移動量の推計については、機器・機械類などを含めた高加工度な製品を介

した元素の移動 量が、貿 易に対する各 元素 の移 動 量に対して15%～27%を占め、資源 の流れを把 握する上で、

高加工度製品を介した資源の流れが無視できない量である事が示された。 

 

（５）アジアにおける低炭素都市・交通システム実現方策に関する研究  

・診断：日本と中国の CO2 排出構造を比較した結果、中国は日本より貨物鉄道が利用され、貨物輸送量におけ

るトラック輸送割合は小さいのにも関わらず、CO2 排出量は同じ経済発展段階のデータで比較しても約 12 倍大

きいことが示された。また、人口レベルが同規模のバンコク大都市圏と東京都 のデータを用いて、都市交 通起

源 CO2 排出構造の 4 象限の図（図 3）を描いた結果、バンコクの CO2 排出量は東京の 2 倍以上多いいことが

示された。この主な要因として、バンコクでは移動距離の増加と車利用率の増加が顕著であり、急増する交通

需要に対応するためには計画的な空間開発（AVOID）と大量輸送機関整備（SHIFT）が重要であることが分か

った。 

 

 

図 3  都市交通起源 CO2 排出構造の 4 象限図  

 

・治療（処方）：低炭素都市・交通システムの将来ビジョンを、コンパクトで階層的な中心機能配置（AVOID）、シー

ムレスな階層交通システム（SHIFT）、自動車の低炭素化（ IMPROVE）の概念の組合せで提示した。このような

システムを実現するための施策については、都市発展初期ではモビリティ需要の増大に対応可能なインフラ整

備を中 心とした施策を行 い、発展 後期 に経済 効率 性重視 から社 会充 足性 重視へとライフスタイル・価値観 の

変化を啓発できるようなストックの形成が重要であることが分かった。 

  低炭素地域間交通システムの将来ビジョンとして「鉄道・水運の主流化」を提示した。具体的には、貨物高速

鉄道による産業コリドー形成（AVOID）、鉄道・水運の整備を軸としたインターモーダルな旅客・物流交通システム

（SHIFT）、自動車・航空機の低炭素化（ IMPROVE）の３つの観点から将来ビジョンを整理した。これらの将来ビジ

ョンを実現するための方策として、経済成長期に高速鉄道や水運の整備（SHIFT）に積極的な投資を行い、鉄道

輸送を主体とした産業構造の転換を図ること（鉄道指向型経済・工業開発 : Rail Oriented Development）が重要

であることを示した。 

・治療（評価）：ASEAN大・中都市で低炭素モードを選定した結果、車両技術の進歩を考慮しても、多くの都市で

鉄道・BRT導入が低炭素であることが示された。この低炭素交通モードに対して、2050年に現況比約40％の都

市旅客交通起源CO2排出量の削減に必要な整備量 を検討した結果、2010年から30年までの早期整備をした

場合、鉄道は平均約800km、ＢＲＴは平均約1000kmの整備が必要であることが示された。  

バンコク市民の交通機関と居住環境への選好を踏まえて将来の交通行動変化を推計した結果、鉄道 優先整

備シナリオの中でも、駅前から車利用を排除し高質な駅前整備を行うカーフリーシナリオの CO2 削減が最も高く、

0 

50 

100 

150 

200 

250 

0 20 40 60 

0 

10 

20 

30 

40 

0 200 400 600 

0 

50 

100 

150 

200 

250 

0 200 400 600 

0 

10 

20 

30 

40 

0 500 1,000 

12

東京

GDP
[十億US$]

CO2排出量
[十億CO2トン/日]

総移動距離
[百万人キロ/ 日]

AVOID

SHIFT IMPROVEシームレスな
公共交通システム

省エネルギーな
交通システム

バンコク

12.9百万人

11.6百万人

‘68

‘10

‘08

11.3百万人

車移動距離
[百万台キロ/日]

コンパクトな
都市システム

トリップ数 [百万/日]



 

 

S-6-vii 

渋滞抑制・QOL 向上にも効果的であることが分かった。 

国内交通についてタイにおける空間開発パターンを評価した結果、CO2 排出量を減らすためには、首都バンコ

クに集中した産業をその周辺地域も含めた地域にもう少し分散させていく必要があることが分かった。大メコン圏

では、貨物鉄道技術等を活用した低炭素な地域間交通システムへの投資を積極的に推進することができれば、

トラック輸送量は抑制され、CO2 排出量を抑制することが可能であることが明らかになった。  

 

５．本研究により得られた主な成果   

（１）科学的意義  

1) 本研究の定性的、定量的な分析結果から、世界の温室効果ガス排出量の半減は、実行可能な解であるが、  

「10の方策」で示したようなあらゆる施策を総動 員 して達成できる目標であることが明らかとなった。また、その  

実現に向けて必要となる様々な施策や取り組みを時系列で示すことで、より整合的で合理的な低炭素社会の

実現に向けた取り組みを明示することが可能となった。また、エネルギー安全保障の面や都市化の面からも考  

察を行うことができた。 

2) 各国の排出削減 目標 について公平 性の観点から網羅的な調査を行うことで、実際の排出パスが異 なってく

ることを示すことができた。また、アジアの国家主導の地域制度は制度的分散の状況にあり、京都議定書と規

範的に競争関係にあることから衝突的断片化の特 徴を有することを明らかにしたことにより、この分野の学術

的論議に大きく貢献した。その上で、気候変動ガバナンスに係る様々な行為主体の役割を考慮し、有機的にネ

ットワーク化させることで、効果的な制度の構築が可能であるという結論を導いたことにより、今後の気候変動

ガバナンス研究に大きな示唆を与えることができた。さらに、世界及びアジア低炭素社会構築に向けた効果的

な気候変動ガバナンスに必要不可欠な資金供給メカニズムと低炭素技術革新・移転に関する研究を推進する

ことにより、より具体的な提案が可能となった。最後に、発展途上国の文脈において「低炭素社会」がどのよう

なインプリケーションを有 するかについて、事例 研 究を基に関 係性 の把握 を行った事により、開発 学と環境 学

（低炭素社会研究）の統合的研究を推進した。  

3) バックキャスティングによるアジアの低炭素交通システムの設計手法について，ビジョンづくりから、政策選択

までのプロセスを、一貫したシステムとして提示した。アジアの長期的将来における社会経済や都市開発の変

化に伴う交通需要の大きな変化を想定した上で，データの利用可能性に応じてアジア途上国都市の低炭素交

通システムの設計 を行う手法体 系を構 築した。また、アジアの地域経済と環境について、交通モデル・経済モ

デル・環境モデルの統合型モデルを開発することで、より包括的な評価を行うことが可能になった。  

 

 

（２）環境政策への貢献  

＜行政が既に活用した成果＞ 

1) 各 国の排出 削減 目標 に関して、2020年目 標が議論されていた時 期に、衡平性 の観 点から網 羅的 な調査 を

行い、また、京都議定書の約束期間のような概念と、2020年単年目標という概念の違いによって、実際の排出

パスが異なってくることを示した本研究の成果は、2009年の麻生政権下での中期目標策定論議の際の資料提

供などで政策検討に貢献したほか、2010年8月6日中央環境審議会地球環境部会中長期ロードマップ小委員

会で資料として提供された。 

2) 耐久財・耐久消費財・消費財の製品需要量から炭素排出量の大きい鉄鋼材、セメント、紙 ・板紙の需要量と

その生産に伴って排出されるCO2排出量を推計可能な物質フロー・ストックモデルを構築した。このボトムアップ

型のモデルにより算出した中国の鉄鋼需要の推計結果は、環境省「2013年以降の対策・施策に関する検討小

委員会第2回低炭素ビジネスWG」（2012年2月8日開催）の資料において引用された。  

3) 世界231の国や地域を含めたグローバルなシステム境界に基づき、国際貿易に伴うエネルギー消費と汎用金

属資源 の移動 量の構造を明らかにした。このグローバルエネルギー消 費原 単 位に基 づき算出されているグロ

ー バ ル GHG 排 出 原 単 位 は 、 環 境 省 所 管 に よ る 「 グ リ ー ン バ リ ュ ー チ ェ ー ン プ ラ ッ ト フ ォ ー ム

（http://www.gvc.go.jp/）」において、SCOPE3用の原単位データベースとして利用されている。  

 

＜行政が活用することが見込まれる成果＞ 

1) これまでに開 発されてきた各国別に構築した低 炭素シナリオや実 際の取 り組みは、世界の温 室効 果ガス排

出量の半減には十分とはいえないが、本課題を通じて、半減シナリオに対応する国別シナリオも見られるように

なり、少しずつではあるが、変化の兆しが見られるようになった。また、アジア各国の政策担当者や研究者を対

象としたトレーニングワークショップを実施したり、各国で既にとられている様々な取り組みを共有することで、低

炭素社会の実現に向けて、取り得る施策を各国自ら検討し、評価、導入することが可能となると考えている。  

2) インドネシア、中国、インドの気候変動・エネルギー政策に関して、その数値目標や具体的政策に関して詳細

http://www.gvc.go.jp/
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な分析が行われた。特に、中国およびインドにおける温室効果ガス排出削減 や再生可能エネルギーに関する

数値目標の国際的比較 可能性に関して定量的な分析がなされた。また、アジアでの炭素回収貯留技術導入

の課題、原子力発電の役割の維持、MRV制度のキャパビルの必要性などが確認された。アジアの伝統的価値

観に関しても、具体的な議論のベースを確立することができた。さらに、リープフロッグ型の都市発展を目指すこ

とや、各国 の都市 化の形 態（都市化 率・産業 構造）の多様 性、都 市部と農 村 部・他都市との関係 性、都市 以

外の地域で誘発される間接的なCO2排出量、といった要因に配慮すべきことなどが明らかになった。そして、都

市の低炭素型発展は様々な関連政策（都市計画、産業構造の変革等）とも密接に結びついており、エネルギ

ー安全 保障 の確 立や化 石燃 料輸 入コストの削減 などにも貢 献することを示 すことができた。これらの点も、日

本の政府開発援助などによる国際協力政策の策定などに多いに役立せることができると思われる。  

3) 耐久財・耐久消費財・消費財の製品需要量から炭素排出量の大 きい鉄鋼材、セメント、紙・板紙の需要量と

その生産に伴って排出されるCO2排出量を推計可能な物質フロー・ストックモデルを構築したが、このボトムアッ

プ型のモデルは、既に活用された「中国の鉄鋼需要の推計結果」以外にも、需要削減・リユース・リサイクル等

の脱物質化対策の評価・検討に活用できると考えられる。また、複数鉱種間の併産・副産関係を記述したシス

テムダイナミクスモデルを構築したが、このモデルでは、例えば、CIGS太陽電池の導入が、様々な鉱種にもたら

す影響をシステム全体として分析できることから、環境政策と資源政策のより統合的な検討 に活用できると考

えられる。 

4) 本研究で提示したアジア低炭素交通システムの将来ビジョンや実現施策についての成果は、コンケンでは、    

知事、市長、副市長、ビエンチャンではラオス公共事業交通省交通局長、交通技術環境室長といった行政関  

係者にも内容を紹介しており、今後の計画において分析内容が利用される可能性がある。また、タイに続いて  

モータリゼーションによる渋 滞 が深 刻 化 しマニラ、ハノイ、ジャカルタも含 め多 くのアジア都 市 において交 通 計

画、都市計 画に関するマスタープランが作成段階 であり、インドネシア交通省も、本研究手 法の適用 について

興味を示している。加えて、アジアのインターモーダル輸送を促進している UNESCAP などの国際機関にとって

も有益な情報である。 
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Abstract  
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 The objectives of this project were twofold: to establish a vision for low-carbon 
societies (LCSs) in Asia that would help to achieve a global mean temperature increase 
below two degrees compared with the preindustrial temperature, and to develop and 
evaluate comprehensive policy options and roadmaps. The research was conducted by five 
teams.  
 Team 1, in collaboration with the other teams, developed “Ten Actions toward Low 
Carbon Asia,” which provides a guideline for the planning and implementation of 
strategies for an LCS in Asia and quantifies the effectiveness of each action using an 
integrated assessment model. The team also developed LCS scenarios and roadmaps for 
several countries and cities in Asia by collaborating with researchers and policymakers in 
Asia.  
 Team 2 proposed policy interventions in each major emitting sector, such as the 
introduction of a market mechanism with a more stringent measurable, reportable, and 
verifiable (MRV) system. It also estimated the impacts of urbanization on energy 
consumption and CO2 emissions and showed that they are highly dependent on the 



S-6-2 

 

 

development stages of the respective countries. 
 Team 3 examined and analyzed international and domestic governance 
architectures, policy options, and environmental governance, and obtained two outcomes: 
(1) it is important to draw implications from the “fragmented governance” in the area of 
climate change issues, and (2) low-carbon technological and financial mechanisms must 
be effectively integrated into the post-2012 institutional framework. 
 Team 4 estimated future resource demand and CO2 emissions from the production 
of materials. It developed material flow and stock models that can estimate demand for 
carbon intensive materials and CO2 emissions from their production, as well as system 
dynamics models that describe the coproduction of multiple metals. This team also 
estimated energy consumption associated with international trade between 231 countries 
and regions. 
 Team 5 designed a low-carbon transport system by combining three types of 
strategies: avoiding unnecessary travel demand (AVOID strategy), shifting transport 
modes to low-carbon types (SHIFT strategy), and improving energy efficiency and 
emission intensity in transport (IMPROVE strategy). Based on these strategies, the team 
proposed visions of transport systems to meet expanding transport demand and improve 
quality of life, taking future changes in transport demand into consideration, both for 
urban and interregional transport. 
 These findings of the project and the proposed guidelines and methodologies to 
evaluate policy options are expected to contribute to the development of specific actions 
to realize an LCS for each country or region in Asia.  
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